平成２０年度　障害者週間　～『みんなでつくる共生社会』～『障がい者の地域自立生活を考える』フォーラム

シンポジウム「三つの柱で考える障害者自立支援法と地域自立生活」　








　　　　　　岡部耕典（早稲田大学）
今回の議論の「三つの柱」
（１）地域自立生活移行について
（２）地域の権利擁護支援システムについて（虐待防止と成年後見等）
（３）障害者自立支援法の見直しについて

（１）のための「システム」として（２）があり、そのために（３）「見直し」が求められている、そのことと確認しつつ（応益負担や単価問題だけではない）２つの論点を提示したい。

論点１　権利条約と障害者の地域自立生活の権利…自立生活支援としての居宅介護
障害のある人の自立生活と地域へのインクルージョン（障害者の権利条約19条）

(a) 障害者が、他の者と平等に居住地を選択し、およびどこで誰と生活するかを選択する機会を有すること、ならびに特定の生活様式で(in a particular living arrangement)生活する義務を負わないこと。

(b) 障害者が、地域社会における生活およびインクルージョンを支援するためにならびに地域社会からの孤立および隔離を防止するために必要な在宅サービス、居住サービスその他の地域社会の支援サービス（パーソナル・アシスタンスを含む）を障害者が利用することができること。

(c) 一般住民向けの地域社会のサービスおよび施設が、障害者にとって他の者と平等に利用可能であり、かつ、障害者のニーズに対応していること。　（長瀬・川島訳）
○障害のある人が施設ではなく地域において自由で自立した生活をおくることもまた「他の者との平等を基礎とした人権および自由」である。

○そのために必要な支援を家族や狭い範囲の近隣社会にだけに求めることは（明らかに）「均衡を失したまたは過度な負担」である。

○（従って）個々の障害のある人が地域で自立して生活するために必要な公的サービスを国や自治体に求めることは、障害者当事者の「権利」である。

○地域で暮すための生活支援をエンタイトルメント（法のもとに義務的に確保）することが必要。
地域生活支援として“特だし”された「パーソナルアシスタンス」を実現することが必要。
・現在の居宅介護を「パーソナルアシスタンス」へとバージョンアップさせるには？
・単価や時間数の確保だけでなく、重度訪問介護に知的障害者も加えること等の対応が必要。

・「ニーズ」が予算や支給時間としてエンタイトルメントされるのでなくては、福祉計画やサービス調整会議（自立支援協議会）にも“身が入らない”。　↓次の論点へ
【参考】寺本晃久・岡部耕典・末永弘・岩橋誠治「良い支援？　知的障害／自閉の人たちの自立生活と支援」生活書院

論点２　権利としてのサービス支給決定…相談支援・サービス調整・支給決定の再構成

　交渉決定（合議調整）モデルの概念図




　・障害程度区分認定の廃止→（生活の状態と当事者の夢や希望に基づく）「本人中心の計画」

・認定審査会→（当事者と支援者が参画する「IPPミーティング」

※決定プロセスを第三者判定モデルから交渉決定（合議調整）モデルへと転換できるか？
前提として…

○障害程度区分・認定審査会を“廃止”。
○ケアプランを「当事者の求める地域生活及びそのために必要な支援の計画」へバージョンアップ。
○相談支援を「支給決定プロセスにおけるアドボカシー／計画作成支援」として再構成。
○自立支援協議会を「地域住民・機関から構成される権利擁護機構（エリア・ボード）」として再編。
○障害福祉計画を（インクリメンタリズムではなく！）議会での予算審議に直結するケースワーカーによるニーズ（必要）積み上げ型の計画として位置づける。
支給決定プロセスは…
１．手帳もしくは診断書によって、その法の提供するサービス対象者であることを（簡単に）確認。
２．まず「暫定支給決定」。　※訓練等給付にはすでに存在している
３．暫定支給のモニタリングと当事者（＋アドボケイト）が作成した「本人中心の計画」を使い、当事者（＋アドボケイト）と担当ケースワーカーによる「合議」によって支給量を決定（市町村の支給決定プロセスとケアマネジメントを一体化）
※国や自治体が「福祉を割り当てる」システムを、当事者と支援者とケースワーカーが「ニーズ（必要）を積み上げる」システムへと再構成しなければ、福祉計画や自立支援協議会は「絵にかいた餅／ガス抜き」に堕する恐れはないか（そして「行政官（援護の実施者）の応答性／応責性」や「ソーシャルワーカー（相談支援者）の専門性」も育たないのではないか）
【参考】岡部耕典「障害者自立支援法とケアの自律　パーソナルアシスタンスとダイレクトペイメント」明石書店
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